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We can see many feint correlation in the field of 
distribution study, which was made by unstationary 
variables.　No researchers know the mechanism why the 
relations are different in cross-sectional data and in time-
series data, when we make hypothesis by using unstationary 
variables.　Most of the theories which are believed correct in 
distribution study are based on the feint correlation.
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の間に観察をすると、 1 回目のアイスクリーム販売量よりも 2 回目のそれのほ




りになることは経験的によく知られている。その間、 1 回目の数値よりも 2 回




























次の図は二つの変数、変数 1 と変数 2 の散布図である。サンプルとサンプル




プルＳ 1 とサンプルＳ 3 の差分という 2 つの差分の大きさを比べるという作業
を行う。
変数 1 におけるサンプルＳ 1 とサンプルＳ 2 の差分を「差分 1 （Ｓ 1 →Ｓ
2 ）」、サンプルＳ 1 とサンプルＳ 3 の差分を「差分 1（Ｓ 1 →Ｓ 3 ）」と表し、
また変数 2 におけるサンプルＳ 1 とサンプルＳ 2 の差分を「差分 2 （Ｓ 1 →Ｓ
2 ）」、サンプルＳ 1 とサンプルＳ 3 の差分を「差分 2 （Ｓ 1 →Ｓ 3 ）」と名付
ける1）。
そもそも変数 1 と変数 2 に相関関係が生じていれば、それぞれの差分間に相
関関係が生じるのは当然である。つまり差分 1 （Ｓ 1 →Ｓ 2 ）よりも差分 1
（Ｓ 1 →Ｓ 3 ）のほうが大きければ、差分 2 （Ｓ 1 →Ｓ 2 ）よりも差分 2 （Ｓ
1 →Ｓ 3 ）のほうが大きくなる。
 1） 常にＳ 1 が差分の基準値になっていることに注意をしてほしい。
資料 １ 　差分間に相関関係のある場合の散布図
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また両変数が無相関であれば、次の図のように両変数の差分もまた無相関に




いま、二つの変数がともにｔ期の値、ｔ＋ 1 期の値、そしてｔ＋ 2 期の値
と、右肩上がりであるとしよう。ｔ期とｔ＋ 1 期の差を差分（ｔ→ｔ+ 1 ）と
表現する。
変数 1 と変数 2 に相関関係があれば、時系列データにおいても両変数の差分
間に相関関係が生じるのは同じである。つまり差分 1 （ｔ→ｔ+ 1 ）よりも差
分 1 （ｔ+ 1 →ｔ+ 2 ）のほうが小さければ、差分 2 （ｔ→ｔ+ 1 ）よりも差








その様子を描いたものが次の資料 4 である。差分 1 （ｔ→ｔ+ 1 ）よりも差
分 1 （ｔ+ 1 →ｔ+ 2 ）のほうが小さいが、差分 2 （ｔ→ｔ+ 1 ）よりも差分
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資料 ８ は、その際の時系列データの様子を表した図である。




 2） 変数 1 の差分の絶対値が大きいほど、変数 2 の差分の絶対値が小さいことに注意しても













資料 ９ 　変数 ２ の差分がゼロのあたりに分布する場合
資料 ８ 　符号が異なる場合の時系列データの様子
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近代化というステップを駆け上がることになる。具体的には新しい業態から古
い業態へ業態の主役が交代し、それにつれて「一店あたり従業者数」（林仮説）
が増加し、「自己雇用率」（風呂仮説）が低下する。しかも「個人商店販売額
シェア変化率」（田村仮説）にみるように、その変化の速度はきわめて安定し
ている。
他の先進諸外国のそれに比べて、我が国の流通構造がユニークである原因
は、スイッチが押されたタイミングが遅かったからに他ならないのである。
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